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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第15期 

第２四半期連結 
累計期間 

第16期 
第２四半期連結 

累計期間 
第15期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ９月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ９月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 17,526,623 19,625,308 35,890,983 

経常利益 （千円） 632,161 519,344 1,197,126 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 385,085 281,796 686,504 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 314,010 261,146 1,042,810 

純資産額 （千円） 12,192,484 13,151,895 13,090,790 

総資産額 （千円） 17,946,980 20,124,991 19,806,604 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 9.46 6.78 16.81 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 9.26 6.77 16.46 

自己資本比率 （％） 66.9 64.5 65.2 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 212,101 142,440 1,049,821 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △332,426 △231,252 △412,974 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 51,425 △172,014 205,457 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 10,450,111 11,343,633 11,518,727 

 

回次
第15期

第２四半期連結
会計期間

第16期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
 ７月１日
至平成26年
 ９月30日

自平成27年
 ７月１日
至平成27年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 7.14 3.84 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．第15期の数値は、誤謬の訂正による遡逆処理後の数値であります。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社の異動もありません。

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したため、非連結子会社であったADWAYS INNOVATIONS SINGAPORE PTE. 

LTD.を連結の範囲に含めております。

当第２四半期連結会計期間において、ADWAYS HONGKONG LIMITEDを新規設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日）の当社グループにおける連結業績は以下

のとおり、前年同期に対して増収減益となりました。

［連結業績］                               （単位：千円、端数切り捨て） 

 

前第２四半期

連結累計期間

（平成27年３月期） 

当第２四半期

連結累計期間

（平成28年３月期） 

対前年同期増減額

（増減率）

売 上 高 17,526,623 19,625,308
2,098,685 

（12.0％）

営 業 利 益 594,637 477,390
△117,247

（△19.7％）

経 常 利 益 632,161 519,344
△112,816

（△17.8％）

親会社株主に帰属する四半期純利益 385,085 281,796
△103,288

（△26.8％）

売上高は、国内及び海外の広告事業が順調に推移したことにより、2,098,685千円増加し、19,625,308千円（前

年同期比12.0％増）となりました。

営業利益は、当第２四半期連結累計期間の４月に新卒社員が入社したことによる人員の増加に伴う製造原価、販

売費及び一般管理費が増加したこと、及び国内及び海外の広告事業での掲載料が増加したことにより、117,247千

円減少し、477,390千円（前年同期比19.7％減）となりました。

経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益は、営業利益の減少により、それぞれ519,344千円（前年同期

比17.8％減）及び281,796千円（前年同期比26.8％減）となりました。
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［報告セグメント別業績］

①広告事業                                （単位：千円、端数切り捨て）

 

前第２四半期 

連結累計期間

（平成27年３月期） 

当第２四半期 

連結累計期間

（平成28年３月期） 

対前年同期増減額

（増減率）

売 上 高 14,796,404 15,414,083
617,679

（4.2％）

（ 外 部 売 上 高 ） 14,600,157 15,229,531
629,373

（4.3％）

（ セ グ メ ン ト 間 売 上 高 ） 196,247 184,552
△11,694

（△6.0％）

セ グ メ ン ト 利 益 1,429,039 1,380,258
△48,781

（△3.4％）
 
 

内訳：外部売上高（広告事業）                       （単位：千円、端数切り捨て）

 

前第２四半期 

連結累計期間

（平成27年３月期） 

当第２四半期 

連結累計期間

（平成28年３月期） 

対前年同期増減額

（増減率）

ス マ ー ト フ ォ ン 向 け 広 告 7,883,226 8,513,277
630,050

（8.0％）

フ ィ ー チ ャ ー フ ォ ン 向 け 広 告 474,078 236,023
△238,055

（△50.2％）

モ バ イ ル 向 け 広 告  計 8,357,305 8,749,300
391,995

（4.7％）

P C 向 け 広 告 6,242,851 6,480,230
237,378

（3.8％）

広告事業は、スマートフォンアプリ向け広告サービス「AppDriver」や、モバイル向けアフィリエイト広告サービ

ス「Smart-C」、ＰＣ向けアフィリエイト広告サービス「JANet」を中心に、インターネット上で事業展開を行う企

業に対して、インターネット広告を総合的に提供しております。

当第２四半期連結累計期間における広告事業のモバイル向け広告は、広告主がフィーチャーフォン向けからスマ

ートフォン向けに広告出稿をシフトしていること及び広告掲載媒体が増加していることから売上高が伸長したこと

により、モバイル向け広告の売上高は8,749,300千円（前年同期比4.7％増）となりました。

当第２四半期連結累計期間における広告事業のＰＣ向け広告は、金融関連企業を中心に取引が伸長したことによ

り売上高は6,480,230千円（前年同期比3.8％増）となりました。

この結果、広告事業の売上高は15,229,531千円（前年同期比4.3％増）、セグメント利益は新卒入社による人件

費等の増加により1,380,258千円（前年同期比3.4％減）となりました。

 

②アプリ・メディア事業                          （単位：千円、端数切り捨て）

 

前第２四半期 

連結累計期間

（平成27年３月期） 

当第２四半期 

連結累計期間

（平成28年３月期） 

対前年同期増減額

（増減率）

売 上 高 802,200 551,103 
△251,097 

（△31.3％）

（ 外 部 売 上 高 ） 773,704 551,053
△222,651

（△28.8％）

（ セ グ メ ン ト 間 売 上 高 ） 28,496 50
△28,446

（△99.8％）

セ グ メ ン ト 損 失 （ △ ） △122,470 △103,961
18,509

（―）
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内訳：外部売上高（アプリ・メディア事業）                 （単位：千円、端数切り捨て）

 

前第２四半期 

連結累計期間

（平成27年３月期） 

当第２四半期 

連結累計期間

（平成28年３月期） 

対前年同期増減額

（増減率）

ア プ リ 事 業 480,412 332,601
△147,811 

（△30.8％）

メ デ ィ ア 事 業 293,292 218,452 
△74,839

（△25.5％）

アプリ・メディア事業は、主に連結子会社である愛徳威軟件開発（上海）有限公司とコパン株式会社においてス

マートフォンアプリの開発・運営、連結子会社である株式会社サムライ・アドウェイズにおいて士業向けのポータ

ルサイト等のメディア運営等を行っております。

当第２四半期連結累計期間におけるアプリ事業は、平成25年10月にリリースした「古の女神と宝石の射手」に続

く自社グループタイトルの売上が伸長せず、売上高は332,601千円（前年同期比30.8％減）となりました。

当第２四半期連結累計期間におけるメディア事業は、株式会社サムライ・アドウェイズにおいて行っているメデ

ィア事業の広告主の出稿意欲の低下により、売上高は218,452千円（前年同期比25.5％減）となりました。 

この結果、アプリ・メディア事業の売上高は551,053千円（前年同期比28.8％減）、セグメント損失は103,961千

円（前年同期は122,470千円の損失）となりました。

 

③海外事業                                （単位：千円、端数切り捨て）

 

前第２四半期 

連結累計期間

（平成27年３月期） 

当第２四半期 

連結累計期間

（平成28年３月期） 

対前年同期増減額

（増減率）

売 上 高 2,132,941 4,004,513
1,871,571

（87.7％）

（ 外 部 売 上 高 ） 2,092,950 3,746,332
1,653,382

（79.0％）

（ セ グ メ ン ト 間 売 上 高 ） 39,991 258,180
218,189

（545.6％）

セ グ メ ン ト 利 益 34,722 11,300
△23,422

（△67.5％）

海外事業は、中国・香港・台湾・韓国・米国・シンガポールにおいて、現地企業と各国における外国企業を対象

として、インターネットマーケティングの総合支援サービスを提供しております。

当第２四半期連結累計期間における海外事業は、各国における現地企業や外国企業へのスマートフォン向け広告

の営業を強化したことで、主にスマートフォン広告の売上高が大幅に伸長したことにより前年同期比で売上高は増

加しましたが、費用の増加により営業利益は減少しました。

この結果、海外事業の売上高は3,746,332千円（前年同期比79.0％増）、セグメント利益は11,300千円（前年同

期比67.5％減）となりました。
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④その他                                 （単位：千円、端数切り捨て）

 

前第２四半期 

連結累計期間

（平成27年３月期） 

当第２四半期 

連結累計期間

（平成28年３月期） 

対前年同期増減額

（増減率）

売 上 高 59,994 158,581
98,586

（164.3％）

（ 外 部 売 上 高 ） 59,811 98,391
38,580 

（64.5％）

（ セ グ メ ン ト 間 売 上 高 ） 183 60,189
60,005

※（―）

セ グ メ ン ト 損 失 （ △ ） △130,193 △159,344
△29,150

（―）

その他は、日本及び海外における新規事業等により構成されております。

当第２四半期連結累計期間におけるその他は、国内においてインターネットを活用した古物買取販売を中心とし

た新規事業の拡大により売上高は98,391千円（前年同期比64.5％増）と増加し、セグメント損失は159,344千円

（前年同期は130,193千円の損失）となりました。

※セグメント間売上高の対前年同期増減率は、増加率が1,000％以上のため表記しておりません。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、11,343,633千円とな

りました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、142,440千円の収入（前年同期比69,660千円の減少）となりました。主

な要因は、税金等調整前四半期純利益597,245千円、売上債権の増加191,956千円、仕入債務の減少97,168千円、及

び法人税等の支払172,931千円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、231,252千円の支出（前年同期比101,174千円の増加）となりました。主

な要因は、投資有価証券の売却による収入226,560千円、及び投資有価証券の取得による支出345,253千円でありま

す。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、172,014千円の支出（前年同期は51,425千円の収入）となりました。主

な要因は、配当金の支払による支出137,664千円によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び、新たに発生した

課題はありません。

 

（４）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は122,826千円であり、主に、今後収益の拡大が

見込まれるスマートフォン広告システム及びスマートフォンアプリ制作のための研究開発を行ったことによるもの

です。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）従業員数

当第２四半期連結累計期間において、主に、海外事業への注力のため「海外事業」の従業員数が33名、平成27年

４月に新卒社員が入社したため、「本社部門（共通）」の従業員数が17名増加しております。なお、従業員数は就

業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）で

あります。
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（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間において、当社グループにおける経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の

現状と見通しについて重要な変更はありません。

 

（７）資本の財源及び資金の流動性についての分析                （単位：千円、端数切捨て）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第２四半期

連結会計期間

（平成27年９月30日） 

対前期末増減額

（増減率）

資 産 合 計 19,806,604 20,124,991
318,386

（1.6％）

負 債 合 計 6,715,813 6,973,095
257,282

（3.8％）

純 資 産 合 計 13,090,790 13,151,895
61,104

（0.5％）

［資産合計］

・流動資産が前連結会計年度末より228,961千円増加し17,903,352千円となりました。主な要因は、現金及び預

金が175,073千円減少したこと、及び、受取手形及び売掛金が261,331千円増加したことによるものでありま

す。

・固定資産が前連結会計年度末より89,425千円増加し2,221,639千円となりました。主な要因は、その他に含ま

れる繰延税金資産が70,528千円増加したことによるものであります。

［負債合計］

・流動負債は前連結会計年度末より262,860千円増加し6,876,072千円となりました。主な要因は、未払法人税等

が182,286千円増加したことによるものであります。

・固定負債は前連結会計年度末より5,578千円減少し97,022千円となりました。主な要因は、その他に含まれる

長期未払費用が5,816千円減少したことによるものであります。

［純資産合計］ 

・前連結会計年度末より61,104千円増加し13,151,895千円となりました。主な要因は、資本剰余金が101,626千

円減少したこと、及び利益剰余金が219,036千円増加したことによるものであります。

 

（８）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の方針を立案するよう努めておりま

す。当社グループが事業展開を行うインターネット・モバイル関連業界は、スマートフォンやタブレット端末の登

場により、ＰＣ・モバイルといったデバイスごとのサービスの垣根が無くなりつつある一方、モバイルユーザーの

既存の携帯端末からスマートフォンへの買い替えが増加することにより、既存の携帯端末に関連したサービスも市

場規模を縮小していくと思われます。

一方で、インターネット広告事業の市場における競争環境は、今後ますます厳しさを増すものと思われておりま

す。このような状況の中で当社グループの経営陣は、新商品の開発に努めるとともに、新規事業の開拓、海外にお

ける事業の拡大等、選択と集中を行いながら経営資源を有効活用していく方針であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 153,150,000

計 153,150,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 41,583,500 41,583,500
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 41,583,500 41,583,500 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年7月１日～平

成27年9月30日（注）
15,000 41,583,500 2,089 1,605,258 2,089 595,259

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に対する所
有株式数の割合（％） 

 

岡村 陽久 

 

東京都台東区 8,149,300 19.60 

 

伊藤忠商事株式会社 

 

東京都港区北青山２丁目５－１ 5,980,700 14.39 

 

ＵＢＳ ＡＧ ＬＯＮＤＯＮ 

Ａ／Ｃ ＩＰＢ ＳＥＧＲＥ

ＧＡＴＥＤ ＣＬＩＥＮＴ Ａ

ＣＣＯＵＮＴ 

（常任代理人シティバンク銀

行株式会社） 

 

ＢＡＨＮＨＯＦＳＴＲＡＳＳＥ ４５， 

８００１ ＺＵＲＩＣＨ， ＳＷＩＴＺＥ

ＲＬＡＮＤ 

 

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号） 

 

1,272,447 3.06 

 

松井証券株式会社 

 

東京都千代田区麹町１丁目４ 364,200 0.88 

 

ＵＢＳ証券株式会社 

 

東京都千代田区大手町１丁目５－１ 278,555 0.67 

 

野村證券株式会社 

（常任代理人株式会社三井住

友銀行） 

 

東京都中央区日本橋１丁目９－１ 

（東京都千代田区丸の内１丁目３－２） 

 

233,260 0.56 

 

立花証券株式会社 

 

東京都中央区日本橋茅場町１丁目13-14 125,300 0.30 

 

東條 公昭 

 

徳島県徳島市 118,200 0.28 

 

ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴ

ＡＮ ＢＡＮＫ ＧＴＳ ＣＬ

ＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 

ＥＳＣＲＯＷ 

（常任代理人株式会社みずほ

銀行決済営業部） 

 

５ＴＨ ＦＬＯＯＲ， ＴＲＩＮＩＴＹ Ｔ

ＯＷＥＲ ９， ＴＨＯＭＡＳ ＭＯＲＥ 

ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ， Ｅ１Ｗ １

ＹＴ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ 

（東京都中央区月島４丁目16-13） 

 

106,400 0.26 

 

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ 

ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 

 

（常任代理人モルガン・スタ

ンレーＭＵＦＧ証券株式会

社） 

 

１５８５ Ｂｒｏａｄｗａｙ Ｎｅｗ Ｙｏ

ｒｋ，Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ １００３６， 

Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都千代田区大手町１丁目９－７） 

 

 

75,000 0.18 

計 － 16,703,362 40.17 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,575,900 415,759 －

単元未満株式
普通株式    7,600

 
－ －

発行済株式総数 41,583,500 － －

総株主の議決権 － 415,759 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,668,867 11,493,793 

受取手形及び売掛金 5,701,903 5,963,235 

たな卸資産 ※ 37,227 ※ 50,352 

繰延税金資産 17,866 39,682 

その他 390,458 504,131 

貸倒引当金 △141,932 △147,842 

流動資産合計 17,674,390 17,903,352 

固定資産    

有形固定資産 345,223 325,289 

無形固定資産    

のれん 57,488 31,123 

その他 85,852 78,279 

無形固定資産合計 143,341 109,403 

投資その他の資産    

その他 1,654,316 1,795,474 

貸倒引当金 △10,667 △8,529 

投資その他の資産合計 1,643,649 1,786,945 

固定資産合計 2,132,213 2,221,639 

資産合計 19,806,604 20,124,991 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,938,658 4,916,860 

未払法人税等 193,654 375,940 

その他 1,480,899 1,583,272 

流動負債合計 6,613,211 6,876,072 

固定負債    

その他 102,601 97,022 

固定負債合計 102,601 97,022 

負債合計 6,715,813 6,973,095 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,603,169 1,605,258 

資本剰余金 7,397,775 7,296,149 

利益剰余金 3,234,692 3,453,728 

株主資本合計 12,235,637 12,355,137 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 174,750 80,662 

為替換算調整勘定 494,281 541,455 

その他の包括利益累計額合計 669,032 622,118 

新株予約権 62,191 60,951 

非支配株主持分 123,930 113,688 

純資産合計 13,090,790 13,151,895 

負債純資産合計 19,806,604 20,124,991 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 17,526,623 19,625,308 

売上原価 14,268,699 16,008,321 

売上総利益 3,257,923 3,616,986 

販売費及び一般管理費 ※ 2,663,286 ※ 3,139,596 

営業利益 594,637 477,390 

営業外収益    

受取利息 22,635 32,219 

消費税等免除益 22,536 3,361 

その他 4,699 14,261 

営業外収益合計 49,871 49,843 

営業外費用    

為替差損 4,698 － 

投資有価証券評価損 2,866 6,868 

その他 4,781 1,020 

営業外費用合計 12,346 7,888 

経常利益 632,161 519,344 

特別利益    

投資有価証券売却益 74,338 102,858 

特別利益合計 74,338 102,858 

特別損失    

関係会社株式評価損 23,558 － 

投資有価証券評価損 10,262 20,071 

本社移転費用 8,069 － 

固定資産売却損 － 144 

減損損失 － 4,742 

特別損失合計 41,889 24,958 

税金等調整前四半期純利益 664,610 597,245 

法人税、住民税及び事業税 264,664 340,923 

法人税等調整額 △8,001 △47,372 

法人税等合計 256,663 293,551 

四半期純利益 407,947 303,694 

非支配株主に帰属する四半期純利益 22,861 21,897 

親会社株主に帰属する四半期純利益 385,085 281,796 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 407,947 303,694 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 3,227 △94,088 

為替換算調整勘定 △97,164 51,541 

その他の包括利益合計 △93,936 △42,547 

四半期包括利益 314,010 261,146 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 291,683 234,882 

非支配株主に係る四半期包括利益 22,326 26,264 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 664,610 597,245 

減価償却費 80,957 74,784 

のれん償却額 11,799 9,417 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,913 915 

受取利息及び受取配当金 △22,887 △32,799 

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △61,209 △75,918 

関係会社株式評価損 23,558 － 

売上債権の増減額（△は増加） △29,755 △191,956 

仕入債務の増減額（△は減少） △485,143 △97,168 

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △1,027 61,771 

未払消費税等の増減額（△は減少） 32,189 △53,183 

その他 401,639 △12,369 

小計 610,817 280,735 

利息及び配当金の受取額 23,046 32,896 

利息の支払額 － △51 

補助金の受取額 － 1,792 

法人税等の支払額 △421,762 △172,931 

営業活動によるキャッシュ・フロー 212,101 142,440 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

貸付金の回収による収入 9,446 7,798 

貸付けによる支出 △29,300 △7,425 

投資有価証券の売却による収入 98,855 226,560 

投資有価証券の取得による支出 △192,190 △345,253 

子会社株式の取得による支出 － △37,032 

有形固定資産の取得による支出 △184,386 △34,170 

無形固定資産の取得による支出 △29,072 △9,885 

資産除去債務の履行による支出 △23,500 － 

その他 17,720 △31,845 

投資活動によるキャッシュ・フロー △332,426 △231,252 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 － 160,000 

短期借入金の返済による支出 － △160,000 

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 2,940 

新株予約権の発行による収入 55,503 － 

配当金の支払額 △21 △137,664 

非支配株主への配当金の支払額 △4,056 △37,289 

財務活動によるキャッシュ・フロー 51,425 △172,014 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △75,230 47,939 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △144,129 △212,886 

現金及び現金同等物の期首残高 10,594,241 11,518,727 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 37,792 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,450,111 ※ 11,343,633 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、重要性が増したため、非連結子会社であったADWAYS INNOVATIONS SINGAPORE 

PTE. LTD.を連結の範囲に含めております。

 当第２四半期連結会計期間において、ADWAYS HONGKONG LIMITEDを新規設立したため、連結の範囲に含めてお

ります。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(3)、連結会計基準第44－５項(3)及び事業

分離等会計基準第57－４項(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡

及適用した場合の第１四半期連結会計期間の期首時点の累積的影響額を資本剰余金及び利益剰余金に加減しており

ます。

 この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、のれんが16,947千円減少、資本剰余金が102,932千円減

少、利益剰余金が78,517千円増加、投資その他の資産「その他」に含まれる投資有価証券が2,907千円及び関係会

社出資金が4,560千円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益はそれぞれ2,628千円増加しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成27年９月30日） 

商品及び製品 36,441千円 49,124千円 

原材料及び貯蔵品 785 1,228 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成26年４月１日 
  至  平成26年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

給与及び手当 1,257,821千円 1,375,569千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 10,726,256千円 11,493,793千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △276,144 △150,159

現金及び現金同等物 10,450,111 11,343,633

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当に関する事項

  配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 139,670 3円36銭 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」等を適用しております。これに

伴う影響は、（会計方針の変更）に記載のとおりであります。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結損

益計算書計上

額（注）３   広告事業 
アプリ・ 
メディア 

事業 
海外事業 計 

売上高                
外部顧客への売

上高 
14,600,157 773,704 2,092,950 17,466,811 59,811 17,526,623 － 17,526,623 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 
196,247 28,496 39,991 264,735 183 264,918 △264,918 － 

計 14,796,404 802,200 2,132,941 17,731,546 59,994 17,791,541 △264,918 17,526,623 

セグメント利益

又は損失（△） 
1,429,039 △122,470 34,722 1,341,291 △130,193 1,211,098 △616,461 594,637 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△616,461千円は、報告セグメントに配分していない一般管理

費等の全社費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結損

益計算書計上

額（注）３   広告事業 
アプリ・ 
メディア 

事業 
海外事業 計 

売上高                
外部顧客への売

上高 
15,229,531 551,053 3,746,332 19,526,916 98,391 19,625,308 － 19,625,308 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 
184,552 50 258,180 442,783 60,189 502,972 △502,972 － 

計 15,414,083 551,103 4,004,513 19,969,700 158,581 20,128,281 △502,972 19,625,308 

セグメント利益

又は損失（△） 
1,380,258 △103,961 11,300 1,287,597 △159,344 1,128,253 △650,863 477,390 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△650,863千円は、報告セグメントに配分していない一般管理

費等の全社費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「海外事業」セグメントにおいて、保有するソフトウェアについて減損損失4,742千円を特別損失に計上

しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

「（会計方針の変更）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」等

を適用しております。 

 この変更によるのれんの減少額は、第１四半期連結会計期間において、「広告事業」セグメントが10,955

千円、「アプリ・メディア事業」セグメントが313千円、「海外事業」セグメントが5,678千円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「（会計方針の変更）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」等

を適用しております。

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間のセグメント利益が、それ

ぞれ「広告事業」セグメントで1,519千円、「アプリ・メディア事業」セグメントで45千円、「海外事業」

セグメントで1,064千円増加しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 9円46銭 6円78銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
385,085 281,796

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
385,085 281,796

普通株式の期中平均株式数（株） 40,722,500 41,573,172

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9円26銭 6円77銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 854,439 43,704

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月４日

株式会社アドウェイズ 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 井指 亮一  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 土屋 光輝  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アド

ウェイズの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日

から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に

準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドウェイズ及び連結子会社の平成27年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月２日

【会社名】 株式会社アドウェイズ

【英訳名】 Adways Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役 岡村 陽久

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役岡村陽久は、当社の第16期第２四半期（自平成27年７月1日 至平成27年９月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


